
小樽商科大学 卒業論文 （平成10年度）

年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

平成10 11687 日本の小売企業の購買モデル構築

平成10 11688
エリアマーケティングについての考察と日用品と化粧品メーカーに見る実
践例

平成10 11689
コンビニエンス・ストアの成り立ちと動向　－セブン・イレブンを中心とするコ
ンビニエンス業界－

平成10 11690 ゲーム理論でみる日中戦争
平成10 11691 経済的環境政策の有効性
平成10 11692 公共事業の意義とその問題点
平成10 11693 終身雇用制の将来
平成10 11694 日本版ビッグバン
平成10 11695 政府開発援助
平成10 11696 投資信託
平成10 11697 生命保険業界の現状と未来
平成10 11698 日本と北海道の金融と経済の成長
平成10 11699 銀行機能と地方銀行の経済学視点による分析
平成10 11700 これからの日本経済は興隆か没落するのか
平成10 11701 郵政三事業
平成10 11702 小売革新
平成10 11703 循環型社会の形成に向けて　～ゼロエミッション構想～
平成10 11704 規制緩和後の生命保険会社のあり方
平成10 11705 ロシアの市場経済移行過程
平成10 11706 アジア経済危機
平成10 11707 ライフサイクル・アセスメント
平成10 11708 産業連関表による環境分析
平成10 11709 中小企業と環境監査ＩＳO１４００１
平成10 11710 エキスパートシステムの理論
平成10 11711 ネットワーク組織とヨコ型ネットワークの事例
平成10 11712 内部経路法

平成10 11713
所与データの数理的評価モデルへの適用　－ＮＢＡプレイヤーをどう評価
するか－

平成10 11714 ＰＣ購入時における選択問題の解決
平成10 11715 時系列データの分析　～ヒット曲に隠された謎を追う～
平成10 11716 プロ野球における打者の評価と分析に関する研究
平成10 11717 マスメディアの在り方
平成10 11718 韓国の政治経済
平成10 11719 日本の安全保障
平成10 11720 企業のエコロジー戦略
平成10 11721 通貨危機とアジア経済
平成10 11722 日本企業の海外進出
平成10 11723 株価・地価暴落におけるタイムラグの発生原因
平成10 11724 成熟市場の企業変革プロセス
平成10 11725 リーダー企業における経営理念の浸透プロセス
平成10 11726 中小企業の成長要因分析
平成10 11727 プロフェッショナルの管理者行動分析
平成10 11728 企業変革における戦略形成プロセス
平成10 11729 成長企業の製品開発分析
平成10 11730 中小企業玩具小売店の競争戦略と衰退の規定因
平成10 11731 国内電話・国際電話における最適料金プランと次代のシステム
平成10 11732 『環境に優しい商品』のマーケティング戦略
平成10 11733 卸売業は消えるか
平成10 11734 化粧品業界のブランド戦略
平成10 11735 サイバーモールの発達と解決すべき諸問題
平成10 11736 広告と消費者の購買行動との関係について
平成10 11737 デジタル家電時代のパソコン市場　－パソコンは「家電」になるか－
平成10 11738 「無印良品」は本物の『良品』になれるのか
平成10 11739 トイレの満足度と店舗評価について
平成10 11740 生活雑貨専門店の役割と将来性
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年度 番号 　論 題 （Theme） 備考

平成10 11741 日本のアパレル業界におけるＳＰＡとＱＲについて
平成10 11742 小樽観光の課題
平成10 11743 消費者に受け入れられるＰＢ商品開発
平成10 11744 営業マンの心理を探る
平成10 11745 ワインブームにおける企業戦略と消費者意識の変化
平成10 11746 飲料水におけるブランド影響度　－ビール・コーヒー・お茶－
平成10 11747 わが国の銀行経営の変貌とその方向性
平成10 11748 中国市場における日本小売業の成功要因
平成10 11749 長期雇用慣行の実情とこれからの課題
平成10 11750 女性の社会進出と家庭
平成10 11751 薬害エイズの研究
平成10 11752 公共工事の入札・契約制度問題
平成10 11753 為替の与える私たちへの影響と今後の予測
平成10 11754 女性労働と非正規雇用
平成10 11755 年俸制の概要と将来
平成10 11756 国際統一売買法　－ウｲーン売買条約とインコタームズ－
平成10 11757 １９７１年英国海上物品運送法とその解釈
平成10 11758 個人輸入と電子商取引
平成10 11759 海上保険について
平成10 11760 荷為替信用状について
平成10 11761 信用状取引のメカニズムとそれをめぐるトラブル
平成10 11762 工業所有権と国際取引
平成10 11763 A Vocabulary Analysis and Word Index to William Shakespeare's Macbeth

平成10 11764
A Vocabulary Analysis and Word Index to W.S. Maugham's The Moon and 
Sixpence

平成10 11765 A Study of Macbeth
平成10 11766 これからの日本の流通構造とネットワーク・ビジネス
平成10 11767 シンガポールと韓国における工業化政策と日本の役割
平成10 11768 ２１世紀の中小製造業
平成10 11769 組織のあり方とリーダーの行動学
平成10 11770 インドネシアの暴動と民主化への目覚め
平成10 11771 アジア経済危機と日本
平成10 11772 地球環境とアジア環境問題
平成10 11773 日本の通信市場の現状とこれからの展望
平成10 11774 アイヌ民族の差別に至る歴史的経緯と復権運動
平成10 11775 欧米資本主義と日本開港の関係
平成10 11776 日本人移民とアメリカ
平成10 11777 ＡＳＥＡＮ地域統合の構造と展望
平成10 11778 死刑制度の現状とゆくえ
平成10 11779 国家と宗教
平成10 11780 犯罪報道と人権
平成10 11781 知る権利と情報公開法
平成10 11782 再審制度に関する考察
平成10 11783 平和憲法
平成10 11784 選挙制度に関する諸問題
平成10 11785 刑事手続と人身の自由
平成10 11786 少年法は重大事件をどう扱うべきか
平成10 11787 囚人のジレンマにおいて協調戦略を実現する方法にみられる傾向
平成10 11788 囚人のジレンマにおける合理性の考察
平成10 11789 人間同士における繰り返し囚人のジレンマについての考察
平成10 11790 囚人のジレンマ　－概略と解くための鍵－
平成10 11791 Evaluating Learners'  Language Achievement in Team Teaching Classes

平成10 11792
Using of Video Materials for Acquiring Communicative Competence in 
Classrooms  - Focus on Understanding of Contents and Request 

平成10 11793
Correlations among Speaking, Reading and Writing Skills in Communicative 
Approach

平成10 11794 University Students' Awareness Toward English
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平成10 11795 The Effective Acquisition of Vocabulary

平成10 11796
北海道におけるマツダレンタリースの競争優位　－新戦略「乗り捨て」料金
無料化－

平成10 11797 「従軍慰安婦」
平成10 11798 タバコ史
平成10 11799 「ワールドカップ」
平成10 11800 日本神話について
平成10 11801 国際司法裁判所の管轄権に対する外的侵害
平成10 11802 「国際環境条約の無差別適用」
平成10 11803 公海上の汚染に対する国家責任追及の可能性
平成10 11804 「宇宙関係諸条約上の防止費用の請求可能性」
平成10 11805 国内裁判所における国際人権条約の実効性確保
平成10 11806 顔の記憶と好ましさ
平成10 11807 映像理解における聴覚情報付加の効果

平成10 11808
平文談話コーパスからの統語規則の自動獲得：人間の統語処理を考慮し
た解析システムの評価実験（Ⅰ）

平成10 11809 衣服ブランドの潜在記憶
平成10 11810 表情と感情のつながり
平成10 11811 潜在記憶における似顔絵の効果

平成10 11812
平文談話コーパスからの統語規則の自動獲得：人間の統語処理を考慮し
た解析システムの評価実験（Ⅱ）

平成10 11813 好ましい顔と好ましくない顔の決定について
平成10 11814 ファッション情報誌と流行の関係
平成10 11815 オンライン・ショッピングにおける広告効果
平成10 11816 かな漢字変換における歴史的仮名遣い辞書の作成
平成10 11817 義務教育における情報教育の導入
平成10 11818 災害発生時における情報伝達
平成10 11819 正規表現検索における異字体処理
平成10 11820 教育におけるインターネット導入
平成10 11821 情報化による地域振興策
平成10 11822 地域活性化の課題
平成10 11823 自動車の排気ガスと大気汚染
平成10 11824 エルニーニョ現象が日本経済に及ぼす影響に関する考察
平成10 11825 環境保全型農業導入による価格波及の分析
平成10 11826 北海道における電力供給体制の最適化
平成10 11827 リサイクルなど環境配慮に関する市民意識
平成10 11828 電気自動車の大気に与える影響および発展性に関する考察
平成10 11829 家庭主体の環境問題対策　－環境家計簿を通じての考察－
平成10 11830 ＣＶＭによる札幌市水源林の便益評価
平成10 11831 最適な環境家計簿の作成
平成10 11832 The Psychoanalytic Critiusm of Ernest Hemingway in A Farewell to Arms
平成10 11833 The Dividing Line Between Children and Adults
平成10 11834 Individual Differences in Second Language Acquisition
平成10 11835 千歳川放水路計画における費用便益分析
平成10 11836 日本の税制改革の流れ
平成10 11837 モラルハザードについての考察
平成10 11838 規制緩和の日・米・欧比較
平成10 11839 産業の立地条件
平成10 11840 内外価格差
平成10 11841 戦略と多様性－地球上にはなぜ多様な生物が存在するのか
平成10 11842 インド対パキスタンによる核実験戦争のゲーム論分析
平成10 11843 経済における地球温暖化
平成10 11844 ＥＣ及び電子認証技術とその影響
平成10 11845 リース業の産業組織論
平成10 11846 アメリカ経済の成長と簿記の発達
平成10 11847 情報システム監査人の実像に関する考察
平成10 11848 西暦２０００年問題の解明と解決プロセスについて
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平成10 11849 ソフトウェア開発・保守におけるドキュメンテーションの重要性に関する考察
平成10 11850 プログラム部品化によるソフトウェア再利用
平成10 11851 自動車生産システムのシステム距離測定論
平成10 11852 柔軟な専門化の可能性
平成10 11853 垂直的構造の戦略的側面
平成10 11854 不確実性下の意志決定理論
平成10 11855 アジア経済危機　－そこから見えるアジア経済発展の実状とその将来像－

平成10 11856 新農業基本法に見る食料安全保障政策

平成10 11857
中華人民共和国における対外開放政策　－経済特区政策の成果とこれか
ら－

平成10 11858 ＥＵの経済と通貨統合
平成10 11859 高齢社会と経済政策
平成10 11860 インターネット・マーケティングの現在
平成10 11861 日本版ビッグバンの影響について
平成10 11862 ニューエコノミー論に関する一考察
平成10 11863 分枝限定法を中心とした巡回セールスマン問題の解法について
平成10 11864 巡回セールスマン問題の研究　－歴史、算法、実行例－
平成10 11865 巡回セールスマン問題　－計算量の理論とＮＰ完全問題－
平成10 11866 巡回セールスマン問題　－近似算法を用いて巡回路を探す－
平成10 11867 ２０都市の巡回セールスマン問題の近似解を求めて
平成10 11868 巡回セールスマン問題　－歴史及び最適巡回路を求める－
平成10 11869 巡回セールスマン問題　－計算量の理論とグラフの理論－
平成10 11870 巡回セールスマン問題　－最短距離でローマ観光をするには－
平成10 11871 巡回セールスマン問題の近似解法　－千歳市内の１３郵便局を回る－
平成10 11872 巡回セールスマン問題の近似算法　－小樽市内の１０か所を巡る－
平成10 11873 組織におけるコンフリクトと影響力のプロセス
平成10 11874 外国人の入国・再入国における法律問題
平成10 11875 内容の特定しない行政行為の瑕疵
平成10 11876 教師による懲戒・体罰に対する裁判と国家賠償法１条１項について
平成10 11877 取消訴訟における第三者の原告適格
平成10 11878 精神的損失の補償の要否
平成10 11879 課外活動中の事故の管理責任について
平成10 11880 行政指導に対する救済について
平成10 11881 大阪国際公害訴訟の諸論点
平成10 11882 検察官・検察事務官の職務と国家賠償
平成10 11883 狭義の訴えの利益　－行政事件訴訟法９条括弧書きをめぐる判例の研究－

平成10 11884 土砂災害と国家賠償
平成10 11885 行政計画の法的統制と行政訴訟
平成10 11886 一斉学力調査の適法性
平成10 11887 予防接種事故と損失補償
平成10 11888 生徒間事故における国の賠償責任　－生徒間のいじめによる事故－
平成10 11889 国民所得倍増計画の再評価とその意義
平成10 11890 自動車販売における営業活動
平成10 11891 システム設計の基礎とモジュール分割

平成10 11892
消費者金融業界の現状とクレジットサービスにおけるマーケティングの考
察

平成10 11893 通信業界における顧客満足に関する考察
平成10 11894 企業会計のディスクロージャー　＜時価評価＞
平成10 11895 企業経営と情報システム
平成10 11896 コンピュータシステム導入について
平成10 11897 企業経営における理想の組織形態
平成10 11898 生命保険の生き残り策
平成10 11899 ＮＰＯが日本で発達する可能性についての考察
平成10 11900 経営情報システムとエンドユーザー
平成10 11901 移動電話の現況と今後
平成10 11902 運動・スポーツ活動に関する考察
平成10 11903 日本がサッカーで世界と肩を並べるための課題
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平成10 11904 スポーツを楽しく安全に行うために　－スポーツ傷害の実態と予防法

平成10 11905
金融機関の経営破綻処理に関する日米比較　－預金保険制度とモラルハ
ザード－

平成10 11906 サハリン開発と小樽の活性化
平成10 11907 金融持株会社の解禁について　－独占禁止法第１２条改正の意義－
平成10 11908 金融業界における相互参入　－預金者、投資家、保険契約者の保護－
平成10 11909 日本の会計制度史
平成10 11910 資本会計論
平成10 11911 時価主義会計学説の変遷
平成10 11912 税効果会計の意義
平成10 11913 資金計算書
平成10 11914 外貨表示財務諸表の換算
平成10 11915 わが国のセグメント情報開示
平成10 11916 国際的財務報告の課題
平成10 11917 『リトルトン会計発達史』における複式簿記
平成10 11918 「費用収益対応の原則」における対応概念
平成10 11919 中国と日本の会計制度比較
平成10 11920 人身損害の賠償額の算定
平成10 11921 代襲相続をめぐる若干の問題
平成10 11922 譲渡担保の対外的効力
平成10 11923 製造物責任法、責任主体についての一考察
平成10 11924 高令化社会における成年後見制度
平成10 11925 再築建物における法定地上権の成否と租税債権
平成10 11926 債権譲渡における対抗要件
平成10 11927 背信的悪意者排除論への疑問　－学生が納得できないひとつの理由－
平成10 11928 少額訴訟に関する民事訴訟法改正について
平成10 11929 倒産機会における物上代位権の行使について
平成10 11930 破産免責の是非
平成10 11931 夫婦別氏制導入に関して
平成10 11932 医療過誤訴訟の事実的因果関係について
平成10 11933 「戦後日本経済の経済政策」　－産業政策の影響－
平成10 11934 「戦後日本経済における中小企業」
平成10 11935 １９９５年代の日本経済と北海道の将来に関する考察
平成10 11936 全員出席総会の決議の効力
平成10 11937 コーポレート・ガバナンスによる会社の経営監督機構の見直しについて
平成10 11938 取締役の解任
平成10 11939 地方財政の概要
平成10 11940 コンビニ業界研究
平成10 11941 Enterprise Resource Planning
平成10 11942 日本のマグロ漁業
平成10 11943 転換期を迎える建設業界
平成10 11944 Ｓ＆Ｌの崩壊
平成10 11945 欧州統合の歴史とユーロの誕生
平成10 11946 東アジア経済危機と今後の貿易動向
平成10 11947 ＰＦＩ導入と建設業界の動向について
平成10 11948 日本の金融制度改革と東京市場の活性化
平成10 11949 Human Resource Development and the Look East Policy of Malaysia
平成10 11950 曖昧な表現、断定を避ける表現についての日英語比較
平成10 11951 「について」に関連する語の日英語比較
平成10 11952 財政投融資改革の構想
平成10 11953 地方銀行の特質と将来
平成10 11954 日本の企業金融　－その変遷と問題－
平成10 11955 日本の郵便貯金事業の現状と今後
平成10 11956 金融の証券化
平成10 11957 アジアにおける通貨危機と共通通貨への可能性
平成10 11958 ＥＵ共通通貨ユーロ

5/8



小樽商科大学 卒業論文 （平成10年度）
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平成10 11959 地域金融機関のリテール戦略
平成10 11960 年金制度とその未来
平成10 11961 金融システム改革とその行方
平成10 11962 予算編成に占めるＣＶＰ分析
平成10 11963 ＡＢＣの戦略的展開
平成10 11964 ＡＢＣ／ＡＢＭによる効果性重視の経営に向けて
平成10 11965 資本予算
平成10 11966 組織の経済学について
平成10 11967 同時サービス並進待ち行列の入力制御
平成10 11968 セクシャルハラスメントに関する研究
平成10 11969 ＧＳＰＮによる並列プログラムの解析
平成10 11970 遺伝的アルゴリズムによる巡回セールスマン問題の解法
平成10 11971 疑似乱数発生アルゴリズムに関する考察
平成10 11972 生命保険業の発展と今後
平成10 11973 自己決定権
平成10 11974 外国人の人権
平成10 11975 情報公開と知る権利
平成10 11976 憲法９条を考える　－自衛権と安全保障に関する考察－
平成10 11977 法の下の平等と尊属殺重罰規定
平成10 11978 死刑制度の是非
平成10 11979 陪審制度と憲法論
平成10 11980 日本憲法史
平成10 11981 死刑制度についての考察
平成10 11982 憲法９条と自衛隊及び安全保障問題
平成10 11983 憲法１３条
平成10 11984 政教分離と象徴天皇制
平成10 11985 法の下の平等と少数者の権利
平成10 11986 情報提供義務に関する議論について
平成10 11987 医療過誤訴訟における鑑定
平成10 11988 集団的紛争の処理
平成10 11989 弁護士広告の解禁
平成10 11990 不法行為と倒産
平成10 11991 ニュース記事における著作権保護
平成10 11992 漫画キャラクターの法的保護　－各法によるキャラクター保護の適否－
平成10 11993 音楽産業界の未来　－ミュージック・オン・デマンドの時代へ向けて－
平成10 11994 映画監督と著作権法の関係について
平成10 11995 複製権侵害と翻案権侵害の判断基準

平成10 11996
氏名・肖像等が商業的に利用される場合に生じる権利　－パブリシティの
権利とは－

平成10 11997 著作権の保護期間に対する考察とわが国の保護期間法制
平成10 11998 情報公開と著作権法の関係
平成10 11999 保証債務の考察
平成10 12000 「動機の錯誤」を中心とした錯誤論の変遷
平成10 12001 変額保険に関する法的問題点　－保険会社・銀行の説明義務について－

平成10 12002 短期賃貸借制度のかかえる問題と解決策
平成10 12003 所得税の納税までの流れ
平成10 12004 金融ビッグバンの影響と銀行業界の今後
平成10 12005 苫小牧東部大規模工業基地計画の足跡をたどって

平成10 12006
現代社会における家族を取り巻く税法体系　－相続・贈与等を巡る節税対
策－

平成10 12007 金融持株会社　－ビッグバン成功への切り札－
平成10 12008 経営戦略論
平成10 12009 新聞業界の特徴と問題点について
平成10 12010 日本の損害保険について
平成10 12011 資本金と準備金の機能
平成10 12012 新株発行の無効原因とその根拠
平成10 12013 営業譲渡と株主保護
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平成10 12014 企業買収
平成10 12015 株式の譲渡制限
平成10 12016 インサイダー取引規制における法適用の問題
平成10 12017 商法２６５条１項の適用範囲
平成10 12018 海上運送に見る運送法規の国際的統一
平成10 12019 従属的会社の少数派株主保護
平成10 12020 商法と不正競争防止法による商号の保護
平成10 12021 時価主義会計について
平成10 12022 コンピュータ会計システム
平成10 12023 リース会計基準
平成10 12024 電子マネーは普及するか
平成10 12025 会計ディスクロージャー制度の展望
平成10 12026 継続性の原則と正当な理由
平成10 12027 連結財務諸表について
平成10 12028 ＥＣ法における物の自由移動と知的所有権
平成10 12029 米国通商法３０１条のＧＡＴＴ適合性に関する理論的考察
平成10 12030 輸入食品検疫制度とＷＴＯ/ＳＰＳ協定
平成10 12031 ＧＡＴＴの「直接適用可能性」に関する理論的考察　－ＥＣ法との比較－
平成10 12032 貿易自由化と環境保全
平成10 12033 直接操作による教育支援ツールの構築
平成10 12034 情報化社会におけるセキュリティの実情と展望
平成10 12035 西暦２０００年問題の実状に関する考察
平成10 12036 ＣＧＩを用いたインターネットリソース割当支援ツールの開発
平成10 12037 ネットワーク利用頻度と活用形態に関する一考察
平成10 12038 Ｗebによる計算機環境チュートリアルシステムの構築
平成10 12039 ネットワーク利用を想定した著作権流通市場システムの提案
平成10 12040 電子メールエラーメッセージに関するユーザ支援機構の実装
平成10 12041 バナー広告の実効性に関する多角的考察
平成10 12042 障害児教育　－統合教育へ向けて－
平成10 12043 高齢者介護の現状と課題
平成10 12044 不法就労外国人の福祉と人権について
平成10 12045 高齢者介護と社会福祉について
平成10 12046 老人福祉と高齢化社会
平成10 12047 少子社会における保育制度
平成10 12048 女性の労働と社会保障について
平成10 12049 取引訴訟における第三者の原告適格　－競業者訴訟の判例法理の検証
平成10 12050 行政指導における同意の任意性について
平成10 12051 行政手続法における行政指導　－制定前との手続的変化を考える
平成10 12052 学校におけるいじめと国家賠償責任
平成10 12053 ２１世紀に日本の空港はアジアのグローバル・ハブ空港となれるのか
平成10 12054 数値計算を用いたアジアン・オプションの価格評価
平成10 12055 日本における財政政策の将来に関する考察
平成10 12056 日本経済とアジア経済
平成10 12057 ヒトラーとナチズム
平成10 12058 これからの保険業界と契約者の進むべき道

平成10 12059
ゲーム業界における中古ソフトの市場と中古ソフトに関連するメディアの問
題　－メーカーと小売店の関係、そしてユーザー－

平成10 12060 日本の金融システムについて
平成10 12061 デジタル衛星放送
平成10 12062 高齢化社会について
平成10 12063 在宅介護サービスの戦略的マーケティング
平成10 12064 北海道における交通広告　－施設広告はなぜ減少したのか－
平成10 12065 医薬品業界における後発品メーカーの流通と今後の展望
平成10 12066 ワンフローズンによる冷凍食品業界への影響

平成10 12067
花王における販社制度の現状と今後の展望　－次々に打ち出される花王
の戦略に２１世紀型企業戦略の方向性を見る－
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平成10 12068
ＪＲＡ（日本中央競馬会）における問題点　－競走馬生産における流通段階
の改革－

平成10 12069 スポーツ・マーケティング　－新たな展開を求めて－
平成10 12070 保育制度の現状と児童福祉法改正
平成10 12071 日本の財務諸表監査
平成10 12072 消費者金融の経営分析と今後　－急成長した消費者金融－
平成10 12073 デリバティブ取引のオンバランス化
平成10 12074 国際会計基準の必要性
平成10 12075 日本の自動車産業分析　－完成車メーカーの「現在」と「近未来」－
平成10 12076 日本のビール会社の分析
平成10 12077 多品種少量生産の製薬業界
平成10 12078 代表取締役について
平成10 12079 ＡＢＢの経営システムと組織構造
平成10 12080 これからの日本企業　－雇用制度とコーポレート・ガバナンス－
平成10 12081 世界自動車産業の大再編　－２１世紀の表舞台はアジアへ－
平成10 12082 日本的雇用慣行の崩壊
平成10 「12083-12094」は修士論文
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